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新型コロナワクチン・ 

３回目接種がはじまります 
 第３回目の新型コロナワクチン接種が、１２月から始まるのを前

に、１１月１１日の福祉保健委員会に報告されました。 

以下、委員会への報告資料 

 

新型コロナワクチン追加接種（３回目）について 

 

１追加接種の内容 （予定） 

（１）対象者   

２回目接種完了者全てに対して追加接種の機会を提供する 

※まだ 1回目、2回目の接種が終わっていない方も接種します。 

（２）接種時期 

２回目接種を完了してから概ね８か月以上後から行う 

（３）使用するワクチン 

ｍRNA ワクチン（ファイザー社 ワクチン または武田 モデル

ナ社 ワクチン） 

２今後のスケジュール （予定） 

（１）接種 開始 令和３年１２月から 

（２）接種券 の送付１１月２２日（月） から順次 

以上 

※３回目の接種券は、２回目の接種が終わっておよそ７ヵ月後

に、対象者に郵送されます。１２月は、医療関係者を中心に

接種が行われます。詳細は、１２月の区報に掲載予定です。 

「区政リポート１１月５日号」の続き 

４．中小業者への支援と一体に全国一律で最低賃金１５００円

への引き上げ、派遣労働は臨時的・一時的なものに限るとと

もに、正規雇用と非正規との均等待遇の法制化などを国に求

めること。 

区として区内企業への賃金の底上げを要請するとともに、

委託業者や指定管理、区発注工事の労働者の賃金について労

働者への聴き取り調査を実施すること。 

 

５．お金の心配なく学び、子育てができるよう、義務教育無償

の原則に基づいて学校給食の無償と大学など高等教育の無

償化、入学金制度の廃止を国に求めること。 

  区として、学校給食を無償化すること。就学援助について

は、区独自で生活保護基準の１．５倍に基準額を引き上げ、

ＰＴＡ活動費についても給付すること。新入学学用品費の支

給は、準要保護の支給額を国の生保基準と同額に増額するこ

と。 

渋谷区の奨学資金貸付制度に給付制を導入するとともに、

収入が少なく返済が困難な場合は返済免除にすること。 

 

６．コロナ下の子どもを支えるために重要な、小中学校全学年

での３５人学級について、２０２２年度から区として実現す

るとともに、国や都に対して求めること。さらに２０人前後 

となるよう少人数学級を進めよう国に求めること。 

子どもに寄り添える教育の保障と教師の多忙化を解

消するために、東京都に対して教員の削減や変形労働

時間の導入はやめ、教員の人数を抜本的に増やし、持

ちコマ数を減らすよう求めること。 

子どもがいじめをなくすために主体的な行動をとる

ことができるよう小中学校での人権教育を重視し、い

じめを発見した場合、学校と保護者が緊密に連絡を取

り合って、一体となって解決できるようとりくみを進

めると同時に、渋谷区いじめ対策推進条例は、専門家

や関係者、区民が十分議論し、意見を反映して改正す

ること。 

 

７．保育の必要なすべての子どもに認可基準の保育を保

障するため、区立保育園の計画的整備を軸にして、認

可保育園の待機児童ゼロを早期に実現すること。同時

に、認可保育園の２歳児以上の面積基準と４歳児以上

の保育士配置基準を引き上げるよう国に求めるととも

に、区としても改善すること。 

国、都に対して用地取得費の補助を求め、公有地を

積極的に活用するとともに、待機児の多い地域では民

有地の取得を進めること。 
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苦しくなった

２４．３％
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その他
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昨年に比べて、

あなたのくらしはどうなりましたか

「くらし・区政のアンケート２０２１」より 
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私立保育園の職員の賃金引き上げのために区独自の助成

を実施すること。また、認可外保育施設などに、全員有資格

の職員を配置するため運営費を増額すること。 

認証保育所などに、定数未充足加算を実施すること。 

児童手当の拡充を国に求めるとともに、区として子ども医

療費無料制度を、１８歳まで拡大すること。 

 

８．高すぎる国保料を協会けんぽ並みにするため、国の負担割

合を引き上げ、都にも負担金の増額を求めること。また、区

としても一般会計からの繰入れを増額して保険料を引き下

げること。 

  新型コロナウイルス感染症により、コロナ前との比較で収

入の回復しない事業者に対しては来年度も保険料の減免を

継続 し、休業した場合の傷病手当金は、事業主も対象にす

るよう国に求めるとともに、区独自にも実施すること。 

国に対して均等割制度の廃止を求めるとともに、区として

子どもの均等割を無料にし、低所得者に対する申請減免の基

準を生活保護基準の１．１５倍から引き上げること。保険料

の徴収にあたっては、生活を破壊する強引な取り立てはやめ

ること。 

 

９．気候危機打開へ、２０３０年までの温室効果ガス排出削減

目標を５０～６０％に引き上げるとともに石炭火力発電と

原発からの撤退、自然再生エネルギーへの抜本的切り替えと

省エネルギーをセットで進めるよう、国に求めること。 

  区として、２０５０年ゼロカーボン宣言を行い、２０２７

年目標を大幅に引き上げ、公共施設、公共事業、区の業務で

のＣＯ2 削減目標を決め具体化すること。区内企業とのＣＯ

2 削減協定の締結や省エネ投資への支援を行うこと。住民や

地元企業に対して太陽光発電設備や省エネ機器材設置購入

助成を実施するとともに、再生可能エネルギーによる電力利

用、税金の優遇、補助金の申請など、専門的アドバイスを行

う総合支援窓口を設置すること。 

 

１０．ジェンダー平等、多様性と個人の尊厳を大切にするため

に、男女の差別禁止、同一価値労働同一賃金の原則、ハラス

メント禁止などを明記した法律の整備、選択的夫婦別姓、Ｌ

ＧＢＴＱなど平等法の制定、同性婚を認める民法改正、痴漢

などの性暴力の根絶などを国に求めること。 

  区として、２０３０年までに区の幹部職員や審議会など政

策決定に関わる構成を男女半々の目標を掲げ、計画的に進め

るとともに、男性職員の育児休暇取得を奨励すること。すべ

ての差別をなくす立場で、区民と区内事業者への啓発事業を

強化すること。また、ＬＧＢＴＱと女性に対する相談員は専

門性を持つ正規職員を配置し、相談事業の拡充をはかるこ

と。 

リプロダクティブ・ライツ／ヘルスの視点に立って、学校

などでの、子どもの年齢・発達に即した科学的「包括的性教

育」を導入するとともに、生理に関する知識や理解の促進、

生理用品を学校や公共施設のトイレに設置して無償で配布

すること。 

 

１１．憲法９条改憲に反対し、辺野古新基地建設中止、違憲の

安保法制廃止、核兵器禁止条約への署名・批准とともに、憲

法９条を生かした対話による平和外交を進めるよう国に求

めること。 

  区として、非核平和都市宣言を行い、小中学生を広島、 

 

 長崎に平和大使として派遣するとともに、原爆記念日に

庁舎 1 階と１５階で原爆写真展を開催するなど、平和教

育と核兵器廃絶へのとりくみを推進すること。 

  墜落事故を繰り返しているＣＶ－２２オスプレイの横

田基地への配備撤回と代々木上空を低空飛行する米軍ヘ

リの運航中止を米国に求めるよう国に求めること。 

 

１２．渋谷区議会は、「羽田新ルートの運用停止を国に求め

る意見書」を国に提出した。区としても、渋谷区上空を

低空で飛行し、騒音や落下物、墜落など、区民のいのち

と環境を危険にさらす羽田空港の新飛行ルートの運用中

止を求めること。 

 

１３．今年８月から負担増となった低所得の介護施設入所

者やショートスティ利用者の負担軽減を復活するよう国

に求めるとともに、区として負担増となった利用者への

支援を行うこと。介護保険料の区独自の減額制度は、収

入基準額の引き上げと預貯金額の制限を撤廃し、拡充す

ること。介護保険サービス等利用者負担額助成は住民税

非課税者にまで拡大するとともに、預貯金額の制限を撤

廃すること。 

 

１４．利用者と介護事業者・従事者に犠牲を強いる総合事

業の緩和サービスＡはやめて、国基準の介護報酬にする

こと。区型介護サービスは、介護区分限度額による制限

をやめること。また、単価を引き下げた高齢者配食サー

ビスなど、切り捨てた高齢者福祉施策を復活させること。 

地域包括ケアのかなめである地域包括支援センターの

体制を強化すること。また、専門職による高齢者だけの世

帯の見守り活動を実施すること。 

 

１５．特別養護老人ホームとグループホームの待機者ゼロ

をめざし、国有地、都有地を活用して増設すること。 

幡ケ谷社教館隣の都営住宅跡地、本町 1 丁目警察寮跡

地、美竹分庁舎跡地の活用やケアコミニティ原宿の丘の大

規模改修での特養整備とともに、取得計画を中止している

代々木２丁目の国有地の活用を追求すること。 

 

１６．７５歳以上の高齢者の医療費窓口負担の２割への引

き上げの中止を国に求めるとともに、区として住民税非

課税世帯の医療費を無料にすること。また、後期高齢者

医療保険料の低所得者の軽減特例を復活するよう国に求

めること。 

 

１７．自然災害が多発する中で、地域防災計画を、いのち

を守ることを最優先にした予防重視の対策にするよう、

抜本的に見直すこと。 

震災対策では震度７、水害では時間雨量７５ｍｍなど、

災害の想定を引き上げ、被害を最小限に食い止める計画に

すること。 

木造住宅の耐震補強工事費助成制度の委任払いや補助

額の引き上げ、既存不適格や店舗併用の住宅にも助成対象

を拡大すること。分譲マンション等の耐震化をすすめるた

め、補助率を引き上げること。 

また、耐火改修助成金は、今年度から東京都が予算措置

している。区としても耐火改修助成制度を創設すること。 

  以下略 


